


























なものを包摂し、 いわゆるマジックワ ー ド化していく」(181頁）のは、 靖国神
204 
社国家護持反対などの一九五0年代から七0年代の 「運動の季節を経て、 はじ
めてできあがった」 (184頁）との見方が示されている。 この 「国家神道」の
「再創造」を行ったのが村上重良であり、彼の 『国家神道』（岩波新書、 昭和45
年）には定義拡大のみならず、 運動としての 「実践性」 (186頁）が不可分に織
り込まれていた。 そして、 この村上 「国家神道」は宮沢俊儀 『憲法11』での参
照指示の追記と、 津地鎮祭訴訟における最高裁判決によって 「公定」 (187-188
頁）されることになったという。
この村上 『国家神道』は、 さまざまな学問的批判に晒されて 「刊行から四半
世紀ほどで、 すでに瀕死の状態」 (190頁）となる。 しかし、 「新しい歴史教科
書をつくる会」の運動や、 小泉純一郎首相による靖国参拝などをきっかけと
して、 対向運動としての 「国家神道」の 「再創造」の試みがまたもや現れる。
それが島薗進『国家神道と日本人』（岩波新書）だったが 、 これについて山口
は 「全体として、 それはなんら新しい地平を切り拓くものではなかった」 (191
頁）、 「ある程度専門的に研究したことのある研究者（中略）のなかに、 支持者
はほとんどいないのではあるまいか」 (192頁）、 「理由は簡単で、 専門的な研究
を進めていくにあたり、 島薗の説は一向に役立たないからである」 (193頁）と
批判している。
このように述べた後、 山口は、 これからの研究の方向性として、 「国家神道」
という枠を外すべきだとの従来の自説を繰り返し 、 「勇気を奮って、 長めのス
パンを扱った実作」を世に問い、 「最先端の研究との整合性がより高い像を社




1部l章、 藤田大誠「 「国家神道」概念の近現代史」は、 本書の前提となる
「国家神道」概念史を戦前に重点を置いて解説したものである。 その中で藤田











' は、 「非専門家」に対する 「掴み」としてだ
けでなく、 今日の 「国家神道」研究 一 藤田のこの論考も含めて 一 の暗黙の
前提や様々な要検討事項となっている。 この点については、 藤田の 「複雑な議
論を含む」解説よりも、 巻末の、 要を得た 「「国家神道」主要文献抜粋」を御
覧いただく方がよいだろう（註）。
本論考における藤田の主張の核は戦後の 「広義の国家神道」のルー ツは、 戦
前における 「神道」概念の拡張にあり、 加藤玄智の 「国家的神道」論はその一
部にすぎないというところにある。 しかし、 昭和12年から15年に刊行された
『神道大辞典』が 「明らかに加藤玄智の説である」、 「国家的神道」の項目を立
て、 しかもそれが 「広義の神道」と実質的に 「同様」であるという藤田自身の
指摘によって、 藤田の主張は揺らいでしまっている (30頁）。
II 部 3 章、 昆野伸幸「村上重良 「国家神道」論再考」は、 服部之総（講座
派）の影響を受けた村上が、 革命への 「前進性」を備えた存在と見て、 1950年
代後半から 「近代民衆宗教」研究へ、 1960年代には 「新興宗教」研究へと進ん






II部 4 章、 須賀博志 「戦後憲法学における 「国家神道」像の形成」では、 戦
後の憲法学界における 「国家神道」像は、 村上重良の『国家神道』の 「影響が









を持ち、 さらに 「政教分離」 「反戦平和」といった思想や運動に利用されるこ
とで強いイデオロギー性も帯び、 ある種の 「感情」まで伴うことになった。 そ
れらが一体となって発する自由な思索•発想・解釈に対する拘束性や抑圧性。
それゆえに、 純粋な学術用語（中略）として使用することはもはや不可能なの








①明治以降、史学、法制史、 文学、 国語学へと解体されていった 「近世国学」が、
大正期以降は神道学へと 「転生」しかけるが、未完成のまま終戦を迎えてしまい、
結局 「 近代国学」という線まりは形成できなかった、ということではないのか。②
個々の国学継承者の活躍と、一つの纏まりとしての 「近代国学」の存在は別の問題
で、幕末維新期から昭和期までの国学の解体過程を通観しただけ、 近代における
様々な国学の流れを俯厳しただけ、 ではないのか。③敢えて「近代国学」という纏
まりを想定しようとする手法は、島園「国家神道」論と思考法的には同類ではない
のか。
なお、「他者の議論を「広義」か 「狭義」かのどちらかに強引に押し込みレッテ
ル貼りしかねない」という藤田の懸念が杞憂であることについては、拙論「最近の
動向を踏まえた 「国家神道」研究の再整理」 『宗教法』第32号、2013年参照。
